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1.は じめ に

これまで多 くの情報化社会論 は、ハー ド・ソフ トの普及率 に代表 され る単純 な統計数

値や一部の突出 した先端的事例、あるいは思弁的な予測に基づ いて、様々な未来社会 を

論 じてきた。 それ らは論者によってバラ色の未来像 であった り、人間性 を極度に圧迫す

る管理社会であった りと多様であるが、 まだ到来 していない未来 を占う、 いわば推測の

域 を出ない ものが大半であった。情報化社会の実現が、 まだはるか先のこ とであるな ら、

自由に未来像 を描 くことに も重要な意味があるか もしれない。 しか し、 コンピュー タと

そのネッ トワー クに関わ る情報通信機器の浸透が、われわれの社会 に与えている影響は

すでに多大 なもの となっている。可能な未来像 としての情報化社会ではな く、現実に生

起 している諸事象か ら情報化による影響 を考察すべ き時期 に移行 した といえる。

上記のよ うな考 えに もとづ き、筆者は近年、実証社会学的な手法 を用いなが ら、情報

化の進展がおよぼす社会的影響について調査研究 をすすめてきた。 これ らの研究におい

ては、主 として労働 の側面に焦点をあてて きたが、本論文のテーマ もその一環 をなす も

のである。

とくに本論文 ではSOHOを め ぐる問題 を取 り上げ る。情報化 は様 々な新 しい労働 の

形 を生み出す であろうと予測されるようになって久 しい。情報通信機器 を利用 した新 し

いビジネスの可能性 としてのSOHOや 、情報機器に よって通勤 を節減す る労働形態で

あるテレワー クな どが、その代表例 と言えるであろう。なが らく可能性に とどまってい

たこれ らの労働形態 も、この数年、現実の もの とな りつつあ り、SOHO事 業所やテレワ

ーカー人口は急増 していると言われている
。そ して、そのような労働形態が現実の もの

となって行 くにつれて、それらをめ ぐる状況は、情報化社会論者たちが予想 した もの と

は、全 く異なった様相 を見せつつ ある。 この点は、筆者が実証的研究の必要性 を強調す
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る根拠のひ とつ でもあ る。テレワー クについては、すでにい くつかの論文 を公表 してお

り、 この論文では主 としてSOHOに つ いての調査結果 をもとに議論 を進めてい きたい。

なお、現時点で先行す る社会学的SOHO研 究は質量 ともに少な く、調査デー タ等 も未

整備であ り、本研究はいわば手探 り状態か ら出発せ ざるをえなかった。そのため、 まず

現実のSOHOを め ぐる状況が どのようなものであるか を把握す ることに主 目的 をお く

ことに し、今回の調査活動では、比較的少数のケースについて質的なデー タを詳細に求

め るべ く、インタビュー調査法 を採用す ることに した。

2.SOHOの 定 義

SOHOに つ い ての調査 研究 をは じめ るにあ たっ て、最 も初期 に 直面す る困難の ひ とつ

は、SOHOの 定義 に関 す る もの で あ る。SOHOは 元来 、SmallOffice/HomeOffice

の略 称 で あ り、字 義的 に解釈 す るな ら 「小 規模 オフ ィス ・家庭 内 オ フィス」 とい うこ と

にな るが、一 般 的に は異 な った意味 に解釈 されて い る。

例 えば、総 務省 所管 の公益 法 人 であ る 日本SOHO協 会 に よる と 「IT(情 報 通信 技術)

を活用 して事 業 活動 を行 って い る従 業 員10名 以 下程 度 の規模 の事 業者 」 をSOHOと 呼
1)

ぶ。この定義 では、事業所が小規模 であるだけでな く、情報通信技術の活用がSOHOの

条件 のひ とつであることが明記されている。 また、平成13年 度版の 『情報通信 白書』に

よると、「情報通信ネ ッ トワー ク環:境の整備やそれによるインターネッ トの普及拡大等を

背景 として、(中 略)特 に個人企業家や 自営業者が小規模 オフィスや 自宅で、独立 して ビ
2)

ジネスに取組む ことをSOHOと 称す るこ とが多い」 と記 されてい る。前記の ものほ ど

直接的ではないが、「情報通信ネ ッ トワー クの発達 を背景」に、その活用 を前提条件のひ

とつに していると考 えられ る。

現時点では、情報通信技術(IT)に 関連 した個人または小規模事業所 とい うところが

SOHOの 、いわば最大公約数的定義 といえよう。ITの 発展が、どのよ うにして小規模オ

フィスの増加傾向 と結びつ くかについては、い くつかの要因が指摘 されて きた。 ここで

は、それ らの うち最 も一般的 なもの として、次の3点 をあげておきたい。第1は 、情報

化による新 しい産業分野の出現に関連 したものである。新 しい情報通信技術の開発によ

って、例えばWebデ ザイン(イ ンターネ ッ ト上で公開す るホームペー ジのデザ イン)な

ど、 これ まで考 えられなか った業種が成 り立つ ようになった。 この ような分野では最初

は市場 として小 さな規模 しか見込めず大企業が敬遠す るため、主 として零細な企業が業

務 を受注することになる。この ような理 由で、IT関 連の業務 を専業 とするSOHOが 増加

してい く。第2点 は、起業のための資金に関連するものである。近年 におけるコンピュ

ー タお よび周辺機器の急速 な低価格化に よって
、ソフ トウェア関連の企業等では、設備

投資を非常に小さ く押 さえることが可能になった。少な くともIT分 野においては、個人
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が起業するために必要 な資金が相対的に少額ですむようにな り、SOHOの 起業が容易に

なったという。第3は インターネ ッ トの普及である。例 えばインターネ ッ ト上のオンラ

イン ・ショップ(ホ ー ムーペー ジ上か ら行 う通信販売のための仮想店舗)は 地理的な商

圏に しば られ ることがないため、一般の商店では取 り扱えないような需要の限られた商

品を専 門的に販売す るこ とが可能 となる。 また店舗 を開 くための資金が不必要であ り、

個人が起業す る可能性 を広 げているとわれ る。このよ うな業態が成立す るためには、大

量のインターネ ット利用者を必要 とす るが、97年に1,100万 人あまりであったわが国のイ
3)

ンターネッ ト利用者数 は、2000年には4,700万 人 をこえている。急速なインターネ ッ ト利

用者の延びが、SOHOを 増加 させてい るというのである。

ITの 進歩 と社会への浸透が、近年におけるSOHOの 成長に不可欠な要因のひ とつ で

あった といえるが、先に述べ たふたつの定義は、その要 因自体 をSOHOの 性格 その もの

に置き換 えているともいえる。 このため両者はSOHOの 本質 を定義す るもの とい うよ

り、現在の社会環境下でのSOHOの 蓋然的な形態 を描写 した もの とい う性質が強い。

しか しなが ら、 このような単純 な定義について も、検討すべ き課題は多 く残されてい

る。例 えば、 どの程度の規模 の事業所 までが小規模オフィスに入 るのか という問題が、

しば しば議論 され る。SOHOに 関す る各種 の統計 をみて も、従業者が10人 未満の もの を

小規模 オフィスとす るものか ら、50人以下 とす るものまで様々である。これはSOHOの

「小規模」性が単なる量的な問題 と捕 らえられて きたことに根 ざしている。いわば小規模

性の持つ意味を問わずに、小規模 オフィスを他か ら分別 しようとしたことに困難の要因

があるといえる。

他方で、質的な面か らSOHOを 定義 しようとす る場合に も、別種 の困難に直面す るこ

とになる。例 えば、SOHO関 連 のNGOで ある 日本SOHOセ ンターのホームペー ジで

は、次のよ うに記述 されている。SOHOは 「本質的には、従来か らある小規模 ・零細の

自営業者 と変わ りあ りませんが、 ピラ ミッ ド形の組織や系列 に依 らず、通信 ネッ トワー

クを活用 し、 ビジネスパー トナーや顧客 とコミュニケー ションをとりながら仕事 を進め

ようとす る点が、大 きな違いです。SOHOと は、 自由意志 を持 った 『個人』だとも言え
4)

るでしょう」。 ここでは、SOHOの 特質が精神面にあると主張 されている。 しか し、後

述のインタビュー調査か らも示 され るように、 ピラ ミッ ド形の組織や系列 を持 もたない

SOHOで あって も、事業主 たちの企業運営に関す る意識の幅は きわめて広い。ここで主

張されるように、SOHOを ある種の 「自己実現のためのメディア」と考える事業主 もあ

れば、「企業活動に個 人の生 き方 を持 ち込むのはプ ロフェッシ ョナル性の欠如」だと考 え

る事業主 まで、様々である。 また同一個 人であって も、その考 え方は企業経営 の過程で、

変化 してい く傾 向が強い。事業運営面での 「個人」性 をもって線引きす るなら、か な り

狭い範囲のSOHOの みが対象 となる可能性 が高い といえる。
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アカデ ミックな視点か らなされたSOHO研 究が質 量 ともに不充分 な現状 では、少な

くとも社会学的な意味での厳密 さをもって、SOHOを 定義づけ ることは難 しい。あ る程

度 までSOHOの 本質が見定め られた段階で しか、そのよ うな定義はな しえないか らで

ある。

以上の ような考察 を前提 とした うえで、本格的 なSOHO研 究 の準備段階にあた る本

調査研 究 中にお いては、「ITと の関連 が強 い個 人 または小 規模事 業所」 を暫定 的 な

SOHOの 定義 としたい ・。それは現時点でのSOHOの 慨然的な形態 を示 した ものにす

ぎないか もしれないが、本論文の主たる 目的は まさにその現状におけるSOHOの 実態

把握であ り、 さ しあた り上記の定義の範囲 をSOHOと 考 えて、以下の議論 をすすめた

い 。

3.SOHOへ の期 待

現在 、SOHOは 「国 内で約500万 事 業所 、約1,500万 人以上 が就 労 して い る」 ともい わ
5)

れている。 この数字の信愚性は ともか く、事業所数 と従事者数の大 きさはSOHOが 注

目を集めるようになった最大の要因のひ とつ といえるが、 もうひ とつの重要な要因は、

SOHOへ の期待の大 きさであ る。

SOHOに 対 しては、従来の小規模 ・零細企業への もの とは性質の異 なる、 さまざまな
6)

期待がかけ られてい る。 ここでは、その うち主要 な3点 をあげてお きたい。第1は 、 多

くの起業によって、新 しい産業分野が創出され ることであ る。ここでいう新 しい産業 と

しては、「情報通信 関連産業の育成、ニュー ビジネスの振興」といわれるように、主にIT

関連 の分野が期待 されている。 第2は 、地理的な要因に とらわれない起業 である。 これ

は情報通信機器が活用 できれば、大都市近辺でな くて も起業が可能であろうとい う論理

か ら発す る期待 であ る。 このような期待 は 「地域の情報化 と活性化」 を通 して、地方都

市や町村部の まちお こし ・村おこ しにつなげようとい う期待で もある。第3は 、通勤 コ

ス トの縮減 である。HomeOfficeの 実現や 自宅近辺にSmallOfficeを か まえることに

よって、個人は通勤のために要す る時間 を短縮 して 「ゆ とりあ る生活」 を実現 し、社会

は 「交通量の低減 を図 ることで、環境への負担 を抑制す ることも可能」 とい う期待 であ

る。

いずれにつ いて も、現時点で検証 されてい るわけではないが、この ような期待 の大 き

さがSOHOに 社会的な注 目を集め る重要 な要因のひ とつになってい る。同様の期待 は

テ レワー クの場合 に もみ られ るものであ る。以下の各章 においては、この ような期待 の

妥当性 を検証す るこ とも、重要 な課題 として視野に入れてお きたい。
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4.調 査対 象者の概 要

今回の調査活動は比較的少数のSOHO事 業主 を対象 としたインタビュー を中心 とし

ている。調査対象に選定 したのは、大阪府下のSOHOで 構成 された事業協同組合(以 下

はA協 同組合 と呼ぶ)の 組合員である。A協 同組合について最 も特徴的 な点のひ とつは、

同業種 のSOHOが 集 まった ものではな く、ソフ トウェア開発業や コンサルタン ト業、デ

ザ イン業 といった多業種 のSOHOが 集 まっているこ とである。同組合が このような構

成 をとった目的は、業種間の交流 をはかるだけでな く、異業種のSOHOが 業務 を分担す

ることによって、よ り大規模 なプ ロジェ クトを遂行可能にする点にあるという。異業種

の組合 であるという点は、筆者が同組合 を調査対象に選定 した大 きな理由のひ とつで も

ある。同組合 のメンバー を調査す るこ とによって、様々な業種のSOHOの 状況 を、効率

的に概観することが可能 と考えたか らである。

A協 同組合は調査開始時点で、実質上24名 の正会員 を有 している(以 下 の数値はいず

れ も調査時点の もの)。 このうち回答が得 られたのは18名(75.0%)で ある。回答 を得 ら

れなかった6名 の うち、明確 な拒否は2名(健 康上の理由等)で 、他の4名 は調査依頼

に対 して返答が得 られなか った。回答者全員が起業者であ り、自身が属す るSOHOの 代

表者 または共同経営者の地位 にある。

わずか18件 のインタビューであるが、調査期間は主 として2000年3月 か ら2001年4月

の約1年 間にお よび、2001年 夏に も一部の調査 を行 っている。後述のように同組合の組

合員たちはきわめて多忙な場合が多 く、 また1回 のインタビュー につ き最低 でも2時 間

程度の時間 を要 したため、予定の調整に困難があった。 さらに質的調査 であるため調査

員が利用できないこと、対象者によっては複数 回のインタビュー を行 ったこと等によっ

て、調査期間が長期におよんだ。

表1に 示 したように、 回答者たちが経営する18企 業の従業者数は、正社員のみ を数え

た場合 の平均が2.8人 、最大の企業 で10人(1企 業)、 最小 は1人(9企 業)で ある。パ

ー トタイマー を含めた場合は平均が3 .2人に増 えるが、最大 ・最小従業者数は変化 しな

い。純然 たる小規模 オフィスの集合 と考 えてよいであろう。18企 業 ともコンピュータと

インターネ ッ トのための設備は整 ってお り、業務連絡 のかな りの部分 を電子 メールによ

っている。企業規模の小 ささ と、業務 にITを 活用 している という点では、すべての企業

が前述の定義の範疇にあ り、ある意味で典型的なSOHOの 集合 といえる。

後述の ように、同組合には様々な業種の企業が参加 しているが、全体 でみる と経営が

比較的順調な企業が多い。組合費 を支払 う余裕 のある企業でなければ、組合 に参加 しに

くいとい う事情等が影響 していると考 えられ る。

回答者は全員が男性 で、20歳 代が2名 、30歳 代が9名 、40歳 代が4名 、50歳 代 が3名
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表1回 答 者が経営す るSOHOの 概要

所属部会 コンサ ルタ ン ト部会 ソ フ ト

インターネ ッ ト製品 ・サー ビ ス
に関す る業務 の有無 O O O

IT製 品 ・サー ビスに関す る業務
の有無 0 O 0 O

回答者の年齢(調 査時) 30歳 代 50歳 代 40歳 代 40歳 代 50歳 代 30歳 代 30歳 代 40歳 代

起業時期 97年 84年? 94年? 94年 85年 97年 97年 98年

中心 となる業務

税理 ・会
計業務

企業 コン
サ ルテ ィ
ング

起 業支援
コンサ ル

テ ィング

ウェブサ

イ ト通 販

企業 コン
サル ティ
ン グ ・各

種 調査

制御 系 ・

事務 系 ソ
フ トウ ェ

ア開 発

サ ーバ販

売 ・ウェ
ブサ イ ト

制 作

システム

開発 ・テ
クニ カル
ラ イテ ィ
ング

従業者数(正 社員) 5 1 1 2 4 2 1 1

従業者数(非 正社員) 2 一 一 一 3 3

週当たり労働時間(起 業後) 72 101 一 82 一 冒一 102 65

週当たり労働時間(起 業前) 45 42 一 50 皿 一 50

職住の分離 ・非分離 分離 分離 分離 非分離 分離 分離 分離 分離

○ は該 当の業務 あ り

年数 の後 に 「?」 が ある もの は回答者 の記憶 が不鮮 明 なこ とに よ る。

であった。年齢的な分散 は比較的大 きい といえる。30歳 代以上の回答者 は大半が企業勤

めの経験 をもってい るが、20歳 代 の2名 は、大学 ・大学院在学時に起業 している。

5.情 報通信 技術 とSOHO

A協 同組 合 は コンサ ル タン ト ・ソフ トウェア ・ク リエ イテ ィブの3部 会 か ら構 成 され

てお り、 各組合 員 は どれ か ひ とつ の部 会 に属 して い る。今 回の調査 で 回答 を得 られ た18

名 の 内訳 は コンサ ル タン ト部 会 員5、 ソフ トウ ェア部 会 員7、 ク リエ イ ティブ部 会 員6

で あ る。 その 内容 をみ る と、会 員 の経営 す る企 業が従 事 して い る業務 の幅 はか な り広 い。

また、 中心 とな る業務 にか ぎって も、過 半 の 回答者 は性 質 の 異 な る複数 の分 野 をあげ て

い る。

コンサ ル タ ン ト部 会 に属 す る組合 員 の企 業 をみ る と、SOHOの 起 業 支援 コンサ ル テ ィ

ン グ ・Webサ イ トの コー デ ィネー ト・各種 調査 ・Webシ ョップ経営 な ど、 業務 内容 が き

わめ て 多様 であ る。 ソフ トウ ェア部会 の7企 業 は、 いず れ もソフ トウェア開発 ・シス テ

ム開発 が 中心 で あ るが、開発 す るシス テム の 内容 は、制御 系 か らWebサ イ トまで、か な

り幅 が あ る。 ク リエ イテ ィブ部会 には、 デ ザ イ ン系 の企 業 が 多いが 、6社 中5社 までが

Web制 作 に従 事 してい る。

す べ ての 企業 が 、か な りの程 度 まで 日常 業務 にITを 活 用 して い るこ とはす でに述 べ

た。 それ だけ で な く、18社 中の14社(77.8%)が 、 サー バ ・シス テムやWebサ イ トとい

ったIT関 連 の 製 品 を製造 ・販 売 して い るか 、 あ るいはBBSの レン タル ・Webサ イ トの

コー デ ィネー トとい っ たIT関 連 のサ ー ビ ス を提 供 して い る。 回答 者 の経 営 す る企 業 の

うち8割 近 くが、IT産 業 分 野 に属 して い る こ とが わ か る。 ま た、 この14社 中 の11社
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ウェア部会 クリエイ ティブ部会

0 0 0 O 0 0 0 0

O 0 0 0 0 0 0 0 0 O

20歳 代 20歳 代 50歳 代 40歳 代 30歳 代 30歳 代 30歳 代 30歳 代 30歳 代 30歳 代

99年 96年 97年 99年 96年 93年 98年 94年? 99年 96年
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タル お よ
びOEM
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イト制作 ・
シス テム

開発

制御 装置
設計 ・
CAI制

作

各種 サー
バ システ

ムの開発
販売

ウェプサ
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ー ディネ
ー ト

音楽製作 ウェブサ
イト制作
および管
理運営

ウェブ サ

イト制 作 ・
パ ッケー

ジデ ザ イ
ン

ウ ェ ブ サ
イ トの プ

多で言轟
ラ イ テ ィ
ン グ

グラフ イ
ックデザ

イン ・ウ
ェブサ イ

ト制作

10 7 2 1 1 1 2 1 1 5

一 一 2 一 一 　 一 　 一

60 84 91 65 一 60 55 78 98 133

一 一 72 50 一 55 56 一 75

分離 分離 分離 非分離 分離 非分離 分離 分離 分離 分離

(78.6%、 全体の61.1%)はWebサ イ トの制作など、インターネッ ト関連の業務 に従事

している。

IT関:連 の企業が多い点には、やは り設備投資の問題が深 く関連 している。18名中6名

は、起業時にすでに持 っていたパ ソコン等をのぞけば、開業資金が 「ほ とんど0円 」だ

ったと回答 している。また有限会社の登記に必要な資本金300万 円か、それ以下の資金で

開業 したケースは13件(72.2%)で 、事業所 としてマンションを購入 した という1件 を

のぞけば、すべて500万 円以下の投資額である。起業のための資金 とい う面に限れば、IT

産業、 とくにソフ ト関連の領域への参入は、相対的に敷居が低い といえる。

インターネ ッ トに関 しては、何人かの組合員から、Web制 作の依頼が増加することに

よって、 ようや く安定 した収入が得 られ るようになった という回答がえ られた。調査時

点(2000年 度)の およそ1年 程度前か ら、インターネッ トの利用者が急増 しは じめ、そ

れにつれてWebサ イ トの需要が高 まって きた。 この時期、 とくに中小企業が低予算で

Webを 発注 しようとした場合の受け皿 として、多くのSOHOがWeb制 作 に関わること

になったといわれる。

インターネ ットという新 しい企業活動の場 を得て、収入を増加 させて きた企業は多い

が、 その一方で、すでにWebサ イ ト制作には過剰 ともいえる数 の企業が参入 してお り、

製品価格は急速に下落 しつつあるという。何人かの回答者は、単純 なWeb制 作 では早晩

に利益が見込めな くなるだろうと予測 してお り、何 らかの方法 で付加価値 を高めてい く

方途 を見いだそ うと模索 している。また、いまだニッチ産業的な傾向が強い中小企業向

けWeb制 作の領域に も、いずれ大企業が参入 して くるようになるとい う予想 も聞かれ、

何人かの回答者は、新たな活動領域 を探す ことが必要 と考 えている。実際に、 い くつか
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のSOHOはWebデ ータベース作成等の新 しい分野に業務 の比重 を移 しつつ ある。

SOHOへ の第1の 期待 として、新 しい産業分野の創出をあげた。Web制 作等のインタ

ーネッ ト関連の業務が、新たな産業分野 を生み出すか どうかは現時点で判定 しがたい。

しか し、多くのSOHOがIT産 業のなかで も新 たに出現 して くる領域にかかわって業務

を展開 しているであろうことが推察 され る。

6.新 しい労働 形態 としてのSOHO

SOHOは まった く新 しい労働 のか たちを生み出 してい くだろうか。SOHO従 事 者の

労働 のかたちにつ いて、労働時間や、職住の分離 ・非分離、物理的移動 といった観点か

らみてみたい。

回答者の週 当た りの労働時間は、平均81.9時 間である。調査時点での全国の平均労働
7)

時 間 は、週 当 た り37時 間 あ ま りで あ るか ら、 これ は非常 な長 時間労働 といえ る。 彼 らの

起 業以 前の週 当た り平 均 は55.0時 間 で あ るか ら、労働 時 間は約1.5倍 に伸 び てい る こ とに

な る。 対象 者数 が少 な い調 査 の ため 、 これが一 般 的傾 向で あ る と断定す るこ とはで きな

い。 しか し、か な り多様 な業種 が集 まって い るに もかか わ らず、例 外 な く労働 時 間が増

加 して い る点か らみ れば、 少 な く ともSOHOが 時間 的 ゆ と りを生 み 出す とい う議 論 を

肯 定 的に とらえ るこ とは難 しい。

SOHOと い うコ トバ が、SmallOfficeとHomeOfficeと い う、 まっ た く別 種 の事業

所 形 態 をひ と くく りに して しまってい る点 につ いて はす でに述べ た。今 回の調査 で も、

回答者 の ほぼ全 員がSmallOfficeで あ る と認 識 してい たが、HomeOfficeは わずか に

3例 のみ で あっ た。 また、 この3例 につ いて も、1件 は過去 に オ フィ スを持 ってい た時

期 が あ り、2件 は将 来的 な オ フィス開 設 を希望 して い る。18名 中、1名 を除 いて、 自宅

とは別 に オ フ ィスをか まえ る方 が望 ま しい と考 えて い るの であ る。

これ らの 回答者 は、 オ フ ィスの維 持 に費や す経 済的 コス トや通 勤時 間 な どを考 慮 して

も、自宅 外 に事 務所 をか まえ る メ リッ トが大 きい とい う。その理 由につ いて は、「接客 の

場 所 が必要 」 「顧 客 に とって の交通 の便 か らい って、営 業拠 点 は都 心 が望 ま しい」「事務

所 を もつ こ とに よって信 用が 増す」 等 が主 な もので あ る。 と くに営業 活動 が重要 な事 業

の場合 、接 客 の場 と して都 心 の オフ ィスの必要 性 が強 く感 じられて お り、HomeOffice

は考 え られ ない とい う回答者 が 多か った。この よ うな結 果 か ら考 える と、ITが 相 当に普

及 した として も、都 心部 に立地 す るオフ ィスの重要 性 が大 き く減 じるケー ス は、 そ れほ

ど一般 的 に はな らな い と推測 され る。

物理 的 な移動 の面 に注 目したい。 回答者 の大半 は 自宅 外 オ フ ィスに通勤 してい るが、

1日 の通勤 時 間の平均 は、往復 で約90分 であ る。 大 阪府 におけ る通勤 者 の平均 通 勤時 間

は87分 であ るか ら、 これ よ りもやや 長 く、 必ず し も自宅近 辺に オ フ ィスをか ま えて い る
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8)

わけではないことがわか る。先に も述べ たように、家賃 を負担 してオフィスを持つ理 由

は、顧客の接遇等 を考 えたものであ り、交通の便が重視 されている。従 って、ほ とん ど

の場合、 オフィスは都心 に近 い場所に位置 してお り、通勤時間の節減は考慮 されていな

い 。

オフィスに出勤 した後の移動 を知 る目的で、 オフィスでの仕事時間 と外回 りの時間比

をたずね た。変動が 多 くて一概に言 えないという4名 をのぞいて、14名 の回答者の平均

値 は、オフィス内です ごす時間が約7割 で、 「外 回 り」の時間が3割 程度 であ る。外 回 り

の内容 は、会議や打合 わせ ・営業活動 ・顧客 オフィスに設置 した機器のメンテナンス等

と様 々であ る。相対的にはオフィス内の業務 にあてている時間の方が長 いが、 これらの

SOHO事 業者の多 くが、技術系 であれデザ イン系であれ、自身の手 で何か をつ くり出す

業務 に従事 していることを考 えた場合、外回 りに3割 というのは、決 して少ない時間で

はない。 また、「SOHOは 、営業活動 なしではや っていけない」とい う意見や、「営業活

動 なしでは、単なる下請けであ り、独立 したSOHOと は言えない」とい う意見 も何件か

聞かれた。ほ とん どのSOHOに とって、物理的な移動 をともなう外回 りの業務 は、不可

欠 もの と考 え られてお り、E-mailや 電話のみでこれ を代替することは無理 と考 えられて

いる。

前章 でSOHOへ の期待 として、地理的な要 因にとらわれ ない起業や通勤 コス トの縮

減 をあげた。 しか し、今 回の回答者の多 くは、都心にオフィスをか まえることが必須 と

考 えてお り、かな りの時間 を通勤 に当てている。 また、出勤後に行 う業務上 の移動 も少

な くはない。これ らの点か ら考 えると、SOHOが 空間的な距離に よる拘束か らの 自由 を

拡大す る と考 えうる根拠は見いだせない。た とえITと 深 く関わる業種 のSOHOで あっ

て も、従来の企業 に比 して、立地の 自由度が著 しく増大 した り、交通にかかるコス トが

大幅に低減 され るとは、考 えに くい。

このように、少な くとも調査対象 となったSOHOに 関す る限 り、労働時間や職住の距

離、物理的移動な どにおいて、従来の企業 におけ る労働 と質的に異 なる面は見いだせ な

か った。この ような面につ いて、SOHOが 全 く新 しい労働 のかたちを生み出 していると

は言い得ないのである。

7.SOHOを め ぐる意 識

回答者たちのSOHOに 関す る意識を知 る目的 で、い くつかの質問を行 った。

まず、自身 をSOHO従 事者 と思 うか とい う質問に対 しては、「SOHOの 定義 があい ま

いで、答えに くい」とい う回答が、多数 を占めた。回答者全貝がSOHO事 業協 同組合 に

加入 してい るが、組合員 間でもSOHOと い うコ トバ につ いて一定の合 意が形成 されて

いるわけではない。SOHOの 定義 を各 回答者 自身に まかせ たうえで、もう一度、SOHO
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従事者 と思 うか と質問 した場合は、肯定 ・否定 ・どちらともいえない とい う回答に、ほ

ぼ3分 された。回答の内容 も、「現実 にSmallOfficeだ か ら、SOHOで ある」というも

のか ら、 自社は 「ベ ンチャー企業であって、SOHOで はない」というもの まで、非常 に

多様である。ここで特徴的な点は、SOHOで あると強 く意識 している回答者 と、そして

逆 にSOHOで はない と強調 している回答者 とが、 ともにSOHOと い うコトバがある種

の精神性 を含む と考 えてい る場合が 多いこ とである。両者は ともに、SOHOと い うコ ト

バが 「個人のライフスタイルを企業活動 よ り優先す る」 といった、あ る種 の価値観に関

係 していると考 えてい る。SOHOで あることを肯定する立場では 「開業に よって 自分の

望んだ生活スタイルを実現で きた」 とい う回答が典型的 で、否定す る立場 では 「企業活

動 に個人的なライフス タイル を持 ち込むの は適切 でない」 とい う姿勢が顕著であ る。

SOHOを 個 人的なライフスタイル実現 の手段 とす ることを、肯定す るか否定す るかが、

多 くの場合、自身 をSOHO経 営者 と考 えるか、小企業経営者 と考 えるかに深 く関連 して

いる。

また、SOHOと い う労働形態につ いて、満足 しているか どうかを尋ねた。この点に関

しては、すべ ての回答者が肯定的であった。個々人の満足の程度には差があるが、全員

が独立開業 してよか った と考 えている。起業によって 「収入が減 った」 と答えた回答者

の場合 も、例外な く起業 自体は肯定的にとらえている。SOHO継 続の意志についての質

問に対 しても、意欲に濃淡はあるものの、やめ たい とい う回答はなか った。 その理由 と

しては、「生 き方 を自分で決め られ る」「自己責任 で業務の方針 を決定で きる」な どが代

表的である。強調点 を生活に置 くか業務 に置 くかに差異はあ るが、ほ とん どの回答者が

決定や選択の 自由 を独 立開業のメ リッ トとしてあげてい る。

すでに述べ たように、多 くの回答者は起業によって労働時間が増加 している。起業以

前 よりも収入が減 ったとい う回答者 も少 な くないし、調査時点O)「1年 ぐらい前か ら、

や っ と収入が安定 した」 とい うケー スも多い。時間的 ・経済的な面か らみて、SOHO開

業 は、必ず しも 「ゆ とりあ る生活」をもたらす ものではないが、SOHO従 事者たちは起

業 を肯定的に とらえてお り、継続の意志 を示 している。

この ような結果か らみ る限 り、時間的 ・経済的 なものの他 に も、SOHO開 業によるメ

リッ トが認め られていると考 えざるを得 ない。 そのメ リッ トとは、主 として個人の自由

や 自己決定の確保 とい う精神 的な側面におけ るものであ る。企業活動に個人の ライフス

タイル を関連 させ るこ とを否定的に とらえる回答者でも、ほ とん どの場合、SOHOに よ

る起業が 自己決定の問題 と関連す るこ とは認めている。 第2章 でふれた ように、SOHO

を「個 人」性のみで一括 りにす るこ とはで きない。しか し、少な くとも現時点でのSOHO

による起業独 立が、選択の 自由や 自己決定 など、個 人の意識 をめ ぐる問題 と深 く関 わっ

てい ることは否定で きない。
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むすび

本論文 では、現時点におけるSOHOの 実態について、インタビュー資料 をもとに分析

して きた。今回の調査研究 は、本格的 なSOHO研 究の予備的段階に とどまっているが、

これまでに得 られた知見について、ここで暫定的に整理 してお きたい。

先 に、SOHOに よせ られている期待 について述べ たが、現実 との対比においては次の

ように言 うことがで きる。第1に 、SOHOに よって新 しい産業が生み出 され るか どうか

はいまだ不明であるが、調査対象 となったSOHOの 多 くが、インターネ ッ トをめ く・る新

たな産業領域 と深 く関わ りなが ら、企業活動 を行 ってい る。ITと の関連 をSOHOの 前提

条件 としたため、情報通信分 野 との関わ りは、 ある意味で当然であるが、 その分野のな

か で も、例 えばWebデ ザ イ ンか らWebデ ー タベ ー スへ とい う例 をあげ た よ うに、

SOHOの 業務 は新 たな方向へ と変化 し続けている。この文脈において、SOHOが ニ ッチ

マー ケッ トを新 しい産業分野へ と育成 してい く可能性は残 されている。第2に 、SOHO

が地理的 ・空間的な制約か ら解放 されてい く傾向にあるとは考 えに くい。 多 くのSOHO

経営者は、都心のオフィスを必需の もの と考 え、HomeOfficeに 否定的であ る。今 回の

調査結果か らみ る限 りでは、SOHOが 増加 していって も、そのオフィスの 多 くは都心に

立地す るであろうと予測 される。む しろ、自立 した企業 をめ ざすSOHOに とって、Home

Officeと いう形態 自体 が一般的 とはな り得 ないのでは ないか とい う可能性 す らうかが

える。従 って、第3に 、SOHOの 増加が労働者の通勤時間 を短縮 した り、交通輸送手段

の コス トを低減す るとい うこ とは期待 で きない。本稿 で取 り上げた タイプのSOHOに

は、通勤 を減 じる影響力 はない といえる。

今回の インタビュー結果か らみる限 り、SOHOに 対す る期待 は、 と くに地理的 ・空間

的制約か らの解放 とい う面について、必ず しも現実的な根拠 を持 ったものではない。 も

ちろん、 このような考察は20例 にみたないインタビュー にもとつ くものであって、 これ

がSOHO-一 一般 について妥当す る傾 向である と主張す ることはで きない。学 問的 な水準

において検証可能 な何 らかの傾 向を見いだそ うとす るなら、少な くともある程度の規模

の対象者に対す る精密 な量的社会調査が必須 となる。この意味 で、筆者のSOHO研 究に

おけ る直近 の課題 は、SOHO従 事者にたいす る量的調査である。

他 面で、SOHOに 対する期待 と現実 との大 きなずれは、学問的研究 とは異なる側面で

生 じる問題 についての可能性 をも示唆 している。技術革新 の効果 に対す る予測は非常 に

困難であ り、予測 自体がはずれ るこ とは、ある意味で不可避 ともいえる。しか しSOHO

への期待 は、すでに一部の政策 となって、現実社会 にフィー ドバ ックされつつある。例

えば総務省 による 「テレワー ク ・SOHO支 援特別融資制度」 では、通勤負担の軽減や地

域活性化 が 目的 としてかかげられている。 もし、SOHOが 地理的 ・空間的な拘束か ら逃
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SOHOに 関 す る社 会 学 的 研 究 の た め の 予備 的考 察SOHO事 業協同組合貝を対象としたインタビュー調査から一

れ られないものである とす るなら、このよ うな政策 は目標設定 その ものが誤っているこ

とになる。現実的 なデー タに もとつ いた、さらなるSOHO研 究が急務 と考 える所以であ

る 。

本研究は 日本学術振興会による科学研究費補助金の助成 を得て行われた ものであ る。

註

*企 業 との雇用関係にあ る従業貝の在宅での業務 もし くは在宅 での副業 ・家事 の片手間に在宅

で仕事 を請け負 う形態な どを、HomeOfficeで あ るという理 由でSOHOに 含め る文献 もあ

るが、本研究 では これ らのケー スを考察の対象外 としたい。このような在宅労働 も、ITの 普

及に よって生 じた新 しい労働形態に含 まれることは確か であ るが、ほ とん どの場合、 これ ら

のHomeOfficeは 、労働 を提供 してはいて も、独立 した企業 とは呼べ ない。本論文で取 りあ

げ る企業 としてのSOHOと は、性格 を異に している といえる。なお、筆者はテ レワー ク研究

の一環 として、この ような在宅労働 についての調査研究 を行 っている。例 えば、拙論 「テ レ

ワー クをめ ぐる期待 と現実」1999年11月 、 ソシオロジ、 第44巻2号 、75～92頁 を参照 された

い 。
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